
【事務事業シート（政策的経費）】
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令和５年度　　事後評価シート

Ｋ  P  Ｉ

当事業の支援により就職した障がい者数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間

当初 事　項 障がい者活躍支援事業費 予算主管課 産業人材課

事　業

概　要

障がい者の就労を支援するため、マッチングサポーターを設置して、障がい者の就労受入先企

業の開拓を行うとともに、Web合同就職説明会を開催する。

始期 H30

終期

R7年度 時点･期間 R8年度

現状値 149 人

目標値 200 人 目標値

R4.12 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間

R8

達成率 ％ 達成率 ％

人 実績値 人

達成率 103.50 ％ 達成率 ％

200 人

実績値 207 人 実績値 人 実績値

200 人 目標値 200 人 目標値

千円

決算額 8,919 千円 決算額 千円 決算額 千円

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

コ　ス　ト

最終現計予

算額 8,964 千円
最終現計予

算額

決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

始期 R4

終期 R6

Ｋ  P  Ｉ

当事業による障がい者の雇用創出数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

令和５年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、令和６年度以降も現状のニーズを踏まえると、KPI

は目標達成すると考えられることから、令和６年度の執行方法や令和７年度予算の見直しは想定していない。

当初 事　項 障がい者雇用創出事業費 予算主管課 産業人材課

事　業

概　要

県内企業の障がい者雇用率の向上を図るため、企業に向けたセミナー開催や専門家派遣により

障がい特性に応じた受入環境を整備するとともに、求人企業の情報発信力を強化する。

時点･期間 ー

現状値 1 人

目標値 23 人 目標値 35

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R5.2 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 ー

実績値 人

達成率 4.35 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 1 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 ー 人 目標値 ー

千円

決算額 20,020 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 20,500 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

令和５年６月１日現在の県内の雇用障害者数は4,454人（対前年比5.9％増加）、実雇用率は2.51％（対前年比0.13 ポイント上昇）と過去最高を更新しており、障がい者雇用

は着実に進展している。本事業では、理解促進セミナーの実施や専門家の派遣による伴走支援など、企業・求職者双方のニーズを踏まえた支援を実施したが、賃金水準の高い

雇用の創出や求職者のスキルアップは途上段階であり、目標の達成には至らなかった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

令和５年度のKPIの実績は想定よりも低調だったものの、令和６年度4月以降に障がい者の法定雇用率が段階的に

引き上げられるなど、今後も障がい者雇用の必要性は高まっていくことから、令和６年度の執行において、引き続

き、賃金水準の高い雇用の創出に向けた企業支援や求職者のスキルアップ支援を行うほか、企業と求職者が抱える

雇用・就労への不安解消を図るマッチングイベントを開催し、就職・職場定着への支援を行う。

５

年

度
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始期 H16

終期

Ｋ  P  Ｉ

就職率（障がい者訓練分）

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

2月

補正

事　項 障がい者就労促進事業費 予算主管課 労政雇用課

事　業

概　要

障がい者の職業的自立を促進するため、産業技術専門校において、精神・発達障がい者委託訓

練や障がい者の態様に応じた委託訓練を実施する。

時点･期間 R8年度

現状値 63.4 %

目標値 75 % 目標値 75

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

実績値 %

達成率 83.60 ％ 達成率 ％ 達成率

%

実績値 62.7 % 実績値 % 実績値 %

% 目標値 75 % 目標値 75

千円

決算額 66,666 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 87,924 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

OA総務コース：73.9％、知識技能習得科46.9％、実践能力習得科83.3％

実践能力習得科では、企業内で実践的な訓練を行い、障がい者・企業双方に理解がある中で、当該企業に就職するケースが多いことから、就職率が高くなっ

ている。一方、実践能力習得科以外では、別途求職活動が必要であること等から、比較的就職率が低調となっている。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

引き続き、関係機関と連携して企業開拓を行い、実践能力習得科の実施を拡大すること、実践能力習得科以外も含

めて企業・障がい者双方のニーズを考慮して訓練を実施することにより、成果の向上を図る。

さらに、６年度から、新たに「特別支援学校早期訓練」を実施し、10月時点で卒業後の就職先が内定していない特

別支援学校の就職希望者に対して、より早い段階で職業訓練を行い、成果の向上を図る。（６年度に産業技術専門

校３校のうち１校で先行実施、７年度に全校に拡大して実施の予定。）

５

年

度


